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１日「富士山」、条件付で世界文化遺産登録
政府は、国連教育科学文化機関（ユネスコ）が「富士

山」を条件付で世界文化遺産登録を勧告と発表。

１日 延岡に「サポステ」開設～若者の就労支援
ＮＰＯ法人「フロンティア会」が、延岡市に若者就労支

援施設「宮崎県北若者サポートステーション」を設置。

３日 日本とＡＳＥＡＮ、経済安定へ関係強化
日本と東南アジア諸国連合財務相などが参加する会

議が、インドで初開催。「通貨交換協定」などで合意。

７日 県北２市１町、医療産業振興に向け協議会設立
延岡市と日向市、門川町は、県北の医療産業振興を

目的に「県北部医療関連産業振興等協議会」を設立。

10日 12年度国際収支、黒字４兆2,931億円
財務省は、2012年度国際収支速報で経常収支が前年

度比43.6％減の４兆2,931億円で過去最少と発表。

７日 川南町で口蹄疫埋却地を農地再生
県は、川南町で口蹄疫埋却地を農地に再生する工事

を先行実施。27年度までに希望者全先を復旧予定。

13日 12年度国内中小企業Ｍ＆Ａ、過去最高の207件
日本Ｍ＆Ａセンター（東京都）調査で、2012年度国

内中堅・中小企業の合併・買収件数が207件と判明。

10日 タイ国旅行業協会招待し高千穂視察
九州運輸局などは、タイ国旅行業協会11名を招待

し高千穂町を視察。九州観光の誘客に繋げる目的。

15日 厚労省、認可保育所参入で自治体へ要請
厚生労働省は、認可保育所への参入要件を満たす株

式会社の認可申請を拒否せぬよう都道府県に要請。

13日 西諸で体験型観光～県内初の修学旅行受入
北きりしま田舎物語推進協議会（西諸県地域）は、農

家民泊など県内初となる国内修学旅行受入を開始。

15日 投信市場、４月は1.4兆円流入
投資信託協会は、４月の投資信託への純資金流入額が

５年10カ月ぶりの多さとなる１兆3,569億円と発表。

13日 西米良に種雄牛センター完成
県は、宮崎牛の種雄牛を分散管理すべく西米良村

に「西米良種雄牛センター」を建設。20頭飼育可能。

16日 １～３月期ＧＤＰ、年率3.5％増
内閣府は、１～３月期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

が実質で前期比0.9％、年率換算で3.5％増と発表。

14日 12年度県内企業立地35件～過去10年で最多
県は、2012年度県内企業立地数が前年度から６件増

の35件と発表。うち、県外からの新規立地は11件。

17日 ４月調査、大卒の就職率93.9％
厚生労働省は、今春卒業した大学生就職率は４月１

日時点で前年同期比0.3ポイント増の93.9％と発表。

15日 王子木材緑化(株)、買取り燃料価格を初提示
日南市の王子木材緑化（株）は、木質バイオマス発電

所の燃料価格を初提示。未利用材１６千円など。

17日 三井物産など３社、米にＬＮＧ生産拠点
三井物産と日本郵船、三菱商事３社は、米国で液化

天然ガス生産の契約を締結。年間800万トンを供給。

17日 国道388号「美郷トンネル」貫通
美郷町「西郷区－南郷区」の国道388号で「美郷ト

ンネル（1,338ｍ）」が貫通。2015年度開通を目指す。

20日 ５月月例経済報告、２カ月ぶり上方修正
内閣府は、５月月例経済報告で景気基調判断を「緩

やかに持ち直している」と２カ月ぶりに上方修正。

23日 宮崎商工会議所が支援センター開所
宮崎商工会議所は、宮崎市で起業から販路拡大まで支

援する「みやざきスタートアップセンター」を開所。

24日 マイナンバー法成立、16年１月より開始
国民に番号を割振り、年金や納税情報を一元

管理する「マイナンバー法」が参議院で可決。

24日 道の駅「えびの」、オープン１カ月で10万人
えびの市に４月開業した道の駅「えびの」は、オー

プンからおよそ１カ月で来場者が10万人に到達。

24日 ＪＲ九州、タイ国鉄と初の海外提携
ＪＲ九州は、タイ国鉄と協力関係構築の覚書を締

結。高速鉄道や駅ビル事業などのノウハウを提供。

27日 宮崎・大分両県、アジア８カ国招きセミナー
宮崎・大分両県は、医療産業集積の一環としてアジア

８カ国の医療関係者を招き人工透析セミナーを開催。

28日 12年末対外純資産、過去最高の296兆円
財務省は、2012年末の対外純資産は前年末比

11.6％増の296兆3,150億円で過去最高と発表。

28日 県産品、香港で販売開始
県は、香港の日本食専門スーパーに県産品販売コー

ナーを設け販売開始。販売は12品目から順次拡大。

29日 日本、ＢＳＥ清浄国に認定
農林水産省は、国際獣疫事務局から牛海綿状脳症

の発生リスクが最も低い「清浄国」に認定と発表。

31日 ６次産業化事業計画、本県から６件認定
九州農政局は、６次産業化法に基づく事業

計画のうち本県から申請の６件を認定。

経済日誌


